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(百万円未満切捨て)

１．平成31年３月期第２四半期の連結業績（平成30年４月１日～平成30年９月30日）

（１）連結経営成績(累計) (％表示は、対前年同四半期増減率)

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属
する四半期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

31年３月期第２四半期 1,655 27.0 16 ― △94 ― △94 ―

30年３月期第２四半期 1,303 △28.1 △65 ― △114 ― △118 ―
(注) 包括利益 31年３月期第２四半期 △80百万円( ―％) 30年３月期第２四半期 △115百万円( ―％)
　

１株当たり
四半期純利益

潜在株式調整後
１株当たり
四半期純利益

円 銭 円 銭

31年３月期第２四半期 △21.86 ―

30年３月期第２四半期 △28.25 ―
　

当社は、平成30年10月１日付で普通株式10株を１株とする株式併合を実施いたしました。前連結会計年度の期首に株
式併合が行われたと仮定して、１株当たり四半期純利益を算定しております。

　

（２）連結財政状態

総資産 純資産 自己資本比率

百万円 百万円 ％

31年３月期第２四半期 10,761 3,108 28.9

30年３月期 11,178 3,210 28.7
(参考) 自己資本 31年３月期第２四半期 3,107百万円 30年３月期 3,209百万円
　
　　

２．配当の状況

年間配当金

第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

30年３月期 ― 0.00 ― 0.50 0.50

31年３月期 ― 0.00

31年３月期(予想) ―
5.00

～30.00
5.00

～30.00
(注) 直近に公表されている配当予想からの修正の有無 ： 無
　

当社は、平成30年10月１日付で普通株式10株を１株とする株式併合を実施いたしました。平成31年３月期(予想)の１
株当たり期末配当金につきましては、当該株式併合の影響を考慮した金額を記載しています。詳細につきましては、
「業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項」をご覧ください。

　

３．平成31年３月期の連結業績予想（平成30年４月１日～平成31年３月31日）

(％表示は、対前期増減率)

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属
する当期純利益

１株当たり
当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 5,186 59.3 239 349.2 22 ― 14 ― 3.44
(注) 直近に公表されている業績予想からの修正の有無 ： 無
　

当社は、平成30年10月１日付で普通株式10株を１株とする株式併合を実施いたしました。平成31年３月期の連結業
績予想における１株当たり当期純利益については、当該株式併合の影響を考慮しております。詳細につきまして
は、「業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項」をご覧ください。
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※ 注記事項

（１）当四半期連結累計期間における重要な子会社の異動 ： 無

　 (連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動)

新規 ―社（社名） 、除外 ―社（社名）
　

　

（２）四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用 ： 無
　

　

（３）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 ： 無

② ①以外の会計方針の変更 ： 無

③ 会計上の見積りの変更 ： 無

④ 修正再表示 ： 無
　

　

（４）発行済株式数（普通株式）

① 期末発行済株式数（自己株式を含む) 31年３月期２Ｑ 4,404,600株 30年３月期 4,404,600株

② 期末自己株式数 31年３月期２Ｑ 61,454株 30年３月期 61,454株

③ 期中平均株式数（四半期累計） 31年３月期２Ｑ 4,343,146株 30年３月期２Ｑ 4,198,346株
　
　

　当社は、平成30年10月１日付で普通株式10株を１株とする株式併合を実施いたしました。前連結会計年度の期首に
株式併合が行われたと仮定して、期末発行済株式数、期末自己株式数及び期中平均株式数を算定しております。

※ 四半期決算短信は公認会計士又は監査法人の四半期レビューの対象外です
※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項

　本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると
判断する一定の前提に基づいており、実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想
の前提となる仮定および業績予想のご利用にあたっての注意事項については、添付資料４ページ「連結業績予想な
どの将来予想情報に関する説明」をご覧ください。

(株式併合後の配当及び連結業績予想について)
　当社は、平成30年６月28日開催の第50回定時株主総会決議により、普通株式10株を１株とする株式併合を実施い
たしました。なお、株式併合を考慮しない場合の平成31年３月期の配当予想及び連結業績予想は以下のとおりとな
ります。
１． 平成31年３月期の配当予想
　１株当たり配当金 期末 ０円50銭～３円
２． 平成31年３月期の連結業績予想
　１株当たり当期純利益 通期 ０円34銭
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１．当四半期決算に関する定性的情報

（１）経営成績に関する説明

文中における将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したものであり

ます。

なお、第１四半期連結会計期間より、報告セグメントの区分を変更しています。以下は前年同期の数値を変更後の

セグメント区分に組み替えた数値で比較しています。

　

当第２四半期連結累計期間におけるわが国経済は、企業業績や雇用情勢に改善が続き、個人消費・設備投資も持

ち直しが見られるなど緩やかな景気回復基調が続いておりますが、一方で、米国の通商政策に起因した貿易摩擦や、

国内各地で相次いだ自然災害の影響等、依然として先行きは不透明な状況で推移いたしました。

このような経営環境のもと、電子・通信用機器事業につきましては、第４世代携帯電話設備関連市場、公共関連

市場を中心とした拡販営業に加え、新規市場や顧客開拓にも力を入れ新たな領域の受注獲得を行ってまいりまし

た。また「製品の高付加価値化への取り組み」、「事業領域の拡大・開拓」、「業務提携先との共同開発」を継続

的に推進しながら、自社開発品の提案強化を図ってまいりました。

結果、従来のアナログ高周波製品以外に各種業務用無線の光関連製品をはじめ、高速信号処理に不可欠なデジタ

ル信号処理装置等、新規開拓顧客と新しい市場からの引き合いも増加しております。

移動体通信分野におきましては、各通信事業者の設備投資額が年々削減されていく中、IBS（インビルシステム）

での需要が回復傾向にあります。また海外向け移動体通信設備関連につきましても、新規顧客からの引き合い案件

が少しずつ増加しております。

公共分野におきましては、災害対策、業務用無線、監視システム向けに、光伝送装置、デジタル信号処理装置等

の需要が増加してきておりますので、公共事業分野における更なる需要拡大を図ると共に第５世代移動体関連市場

向け製品開発をはじめとした自社開発品にも積極的に取り組んでまいります。

全体としての受注状況は改善傾向にあり、安定した事業基盤を確立するべく、引き続き当社グループの事業領域

の拡大を推進していくとともに自社開発品の提案強化により、収益拡大に向けた活動を継続してまいります。

再エネシステム販売事業におきましては、とりわけ太陽光発電所及び小型風力発電所の開発、販売について、積

極的に推進してまいりました。改正FIT法における認証手続きにつきましては、手続き完了までに未だ相当な期間を

要しておりますが、昨年より申請を行った案件は徐々に手続きが完了しており、それに伴い新規顧客からの引き合

いも少しずつ増加しております。引き続き収益拡大に向け、太陽光発電所等の販売活動を継続してまいります。

再エネ発電所事業におきましては、台風第21号等の影響により天候不順の時期もありましたが、上半期は総じて

天候が良好で日射量が多く、売電量が前年同期に比して増加いたしました。また、長崎県五島市のメガソーラー発

電所及び静岡県島田市のソーラーシェアリング発電所が当期より本格的に稼働し、順調に売電を行っております。

当社グループは次なる柱となる再生可能エネルギー及び環境事業全般について積極的に検討しており、同事業の業

容拡大を目指しております。

以上の結果、当第２四半期連結累計期間における受注高は、1,743百万円（前年同期比66.2％増）、売上高は、

1,655百万円（前年同期比27.0％増）となりました。損益面については、営業利益16百万円（前年同期は営業損失65

百万円）、経常損失94百万円（前年同期は経常損失114百万円）、親会社株主に帰属する四半期純損失は94百万円

（前年同期は親会社株主に帰属する四半期純損失118百万円）となりました。

電子・通信用機器事業につきましては、公共関連市場を中心とした販売拡大活動に加え、新規顧客の開拓に注力

しております。特に公共分野においては、需要も安定して増加してきており、今後も堅調に推移していくことが予

測されます。引き続き当社グループの事業領域の拡大を推進していくとともに自社開発品の提案強化により、収益

拡大に向けた活動を継続してまいります。

再エネ発電所事業におきましては、北海道登別市におけるメガソーラー発電所が平成30年11月２日に売電が開始

されました。本発電所は１kWhあたり40円で20年間売電を行うことが可能であり、さらには、太陽光エネルギーによ

る発電効率を向上させることが出来る自動追尾式システムも12基設置しており、当社グループの収益獲得に貢献す

ることが期待されます。

今後も地域の特性を生かし、地域に密着した再生可能エネルギーの開発を加速させることでCO2の削減はもとよ

り、地域や社会に貢献し再生可能エネルギーの導入及び普及促進に努めてまいります。

　事業の種類別セグメントの経営成績の状況は、以下のとおりです。
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なお、第１四半期連結会計期間より、報告セグメントの区分を変更しています。以下は前年同期の数値を変更後

のセグメント区分に組み替えた数値で比較しています。

a. 電子・通信用機器事業

　 移動体通信分野と、官公庁及び公共関連分野での受注拡大に注力したこと、及び業務効率の向上を促進させた

結果、受注高は1,649百万円（前年同期比75.4％増）、売上高は1,035百万円（前年同期比2.5％減）となり、

セグメント損失は31百万円（前年同期はセグメント利益10百万円）となりました。

b. 再エネシステム販売事業

　 改正FIT法における認証手続きは完了までに未だ相当な期間を要しているものの、太陽光発電所をはじめとし

た分譲販売に注力した結果、受注高は93百万円（前年同期比13.2％減）、売上高256百万円（前年同期比592.6

％増）、セグメント損失は15百万円（前年同期はセグメント損失79百万円）となりました。

c. 再エネ発電所事業

　 稼動済みの下関市、館山市、袖ヶ浦市及びかすみがうら市の各太陽光発電所が順調に売電し、長崎県五島市の

メガソーラー発電所及び静岡県島田市のソーラーシェアリング発電所が当期より本格的に売電が開始されたこ

とから、売上高379百万円（前年同期比87.5％増）、セグメント利益は149百万円（前年同期比74.9％増）とな

りました。

（２）財政状態に関する説明

① 財政状態の分析

(総資産)

当第２四半期連結会計期間末における総資産は、前連結会計年度末に比べ417百万円減少し、10,761百万円とな

りました。

これは主に、長期前払費用の支出や借入金の返済などにより、現金及び預金が減少したためであります。

　

(負債)

当第２四半期連結会計期間末における負債は、前連結会計年度末に比べ315百万円減少し、7,653百万円となりま

した。

これは主に、短期借入金及び長期借入金の返済によるものであります。

(純資産)

当第２四半期連結会計期間末における純資産の部は、前連結会計年度末に比べ102百万円減少し、3,108百万円と

なりました。

これは主に、配当金の支払及び親会社株主に帰属する四半期純損失の計上によるものであります。

　

　② キャッシュ・フローの状況

当第２四半期連結累計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、売掛金等の回収による売

上債権の減少や長期借入金による収入等があったものの、有形固定資産の取得による支出やリース債務の返済によ

る支出等があり、前連結会計年度末に比べ291百万円減少し、1,426百万円となりました。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動の結果獲得した資金は605百万円（前年同期は142百万円の資金支出）となりました。

　これは主に、消費税及び地方消費税の還付による未収消費税等の減少や、売掛金等の回収による売上債権の減少

等によるものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動の結果獲得した資金は64百万円（前年同期は636百万円の資金支出）となりました。

　これは主に、長期貸付金の回収による収入や長期前払費用の減少による収入等によるものであります。
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（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動の結果支出した資金は969百万円（前年同期は757百万円の資金獲得）となりました。

これは主に、短期借入金及び長期借入金の返済による支出などによるものであります。

　③ 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第２四半期連結累計期間において新たに発生した事業上及び財務上の対処すべき課題について、重要な事項は

ありません。

　④ 研究開発活動

当第２四半期連結累計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は、93百万円であります。

なお、当第２四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

（３）連結業績予想などの将来予測情報に関する説明

　業績予想につきましては、平成30年５月14日に公表いたしました業績予想に変更はありません。
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２．四半期連結財務諸表及び主な注記

（１）四半期連結貸借対照表

(単位：千円)

前連結会計年度
(平成30年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成30年９月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 1,718,000 1,426,921

受取手形及び売掛金 1,377,764 1,035,985

商品及び製品 157,216 205,395

仕掛品 176,416 455,712

原材料及び貯蔵品 135,063 196,970

前渡金 582,049 514,036

その他 525,287 212,166

流動資産合計 4,671,798 4,047,189

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物 452,374 513,365

減価償却累計額 △322,700 △328,398

建物及び構築物（純額） 129,673 184,966

機械装置及び運搬具 5,392,318 5,441,494

減価償却累計額 △375,919 △518,161

機械装置及び運搬具（純額） 5,016,399 4,923,332

工具、器具及び備品 665,628 749,153

減価償却累計額 △587,760 △607,410

工具、器具及び備品（純額） 77,868 141,743

土地 382,049 382,049

建設仮勘定 45,326 17,838

有形固定資産合計 5,651,317 5,649,930

無形固定資産

営業権 207,554 220,269

ソフトウエア 66,320 57,198

その他 0 0

無形固定資産合計 273,875 277,467

投資その他の資産

投資有価証券 26,172 28,122

長期貸付金 103,809 52,999

繰延税金資産 132,765 139,479

その他 300,557 549,007

貸倒引当金 △8,700 △8,700

投資その他の資産合計 554,605 760,908

固定資産合計 6,479,798 6,688,306

繰延資産

株式交付費 911 957

開発費 129 115

開業費 26,108 24,732

繰延資産合計 27,149 25,804

資産合計 11,178,746 10,761,300
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(単位：千円)

前連結会計年度
(平成30年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成30年９月30日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 411,372 422,913

短期借入金 461,800 118,864

1年内返済予定の長期借入金 733,551 641,876

リース債務 201,494 205,639

未払金 164,435 272,083

未払法人税等 13,437 22,346

前受金 238,622 442,389

賞与引当金 66,637 66,301

製品保証引当金 12,519 12,331

その他 86,269 94,763

流動負債合計 2,390,139 2,299,508

固定負債

長期借入金 523,261 396,777

リース債務 3,625,902 3,526,292

繰延税金負債 1,049 -

退職給付に係る負債 176,616 187,464

資産除去債務 55,048 57,462

長期未払金 1,190,558 1,179,082

その他 6,013 6,691

固定負債合計 5,578,449 5,353,770

負債合計 7,968,589 7,653,279

純資産の部

株主資本

資本金 1,748,137 1,748,137

資本剰余金 1,065,087 1,043,372

利益剰余金 466,480 371,530

自己株式 △61,313 △61,313

株主資本合計 3,218,392 3,101,726

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 3,543 4,939

為替換算調整勘定 △12,774 361

その他の包括利益累計額合計 △9,230 5,300

新株予約権 994 994

純資産合計 3,210,156 3,108,021

負債純資産合計 11,178,746 10,761,300
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（２）四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書

四半期連結損益計算書

第２四半期連結累計期間

(単位：千円)
前第２四半期連結累計期間
(自 平成29年４月１日
　至 平成29年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成30年４月１日
　至 平成30年９月30日)

売上高 1,303,940 1,655,905

売上原価 887,869 1,108,232

売上総利益 416,071 547,672

販売費及び一般管理費 481,514 531,424

営業利益又は営業損失（△） △65,442 16,248

営業外収益

受取利息 4,415 4,435

受取配当金 320 254

為替差益 - 11

持分法による投資利益 2,962 -

その他 4,625 7,856

営業外収益合計 12,323 12,556

営業外費用

支払利息 55,206 116,773

持分法による投資損失 - 2,466

為替差損 1,765 -

その他 3,913 4,035

営業外費用合計 60,885 123,276

経常損失（△） △114,004 △94,470

特別利益

固定資産売却益 1,009 1,666

その他 22 -

特別利益合計 1,032 1,666

特別損失

その他 12 424

特別損失合計 12 424

税金等調整前四半期純損失（△） △112,984 △93,229

法人税、住民税及び事業税 3,170 10,043

法人税等調整額 2,463 △8,322

法人税等合計 5,634 1,720

四半期純損失（△） △118,619 △94,950

非支配株主に帰属する四半期純損失（△） - -

親会社株主に帰属する四半期純損失（△） △118,619 △94,950
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四半期連結包括利益計算書

第２四半期連結累計期間

(単位：千円)
前第２四半期連結累計期間
(自 平成29年４月１日
　至 平成29年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成30年４月１日
　至 平成30年９月30日)

四半期純損失（△） △118,619 △94,950

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 2,316 1,395

為替換算調整勘定 606 13,135

その他の包括利益合計 2,923 14,530

四半期包括利益 △115,695 △80,419

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 △115,695 △80,419

非支配株主に係る四半期包括利益 - -
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（３）四半期連結キャッシュ・フロー計算書

(単位：千円)
前第２四半期連結累計期間
(自 平成29年４月１日
　至 平成29年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成30年４月１日
　至 平成30年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純損失（△） △112,984 △93,229

減価償却費 118,768 190,271

賞与引当金の増減額（△は減少） 2,854 △402

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） 8,838 10,848

受取利息及び受取配当金 △4,736 △4,689

支払利息 55,206 116,773

固定資産売却損益（△は益） △1,009 △1,666

持分法による投資損益（△は益） △2,962 2,466

持分法による未実現利益の増減額（△は増加） △2,424 △2,928

売上債権の増減額（△は増加） 471,169 343,034

たな卸資産の増減額（△は増加） △43,257 △207,655

前渡金の増減額（△は増加） △121,910 △108,692

仕入債務の増減額（△は減少） △211,012 10,266

未払金の増減額（△は減少） △64,057 △10,562

前受金の増減額（△は減少） △4,376 203,766

未払又は未収消費税等の増減額 △156,074 405,752

売上高と支払リース料の相殺額 △48,354 △131,174

売上高と割賦債務の相殺額 △24,000 △38,385

その他 43,726 △86,202

小計 △96,598 597,593

利息及び配当金の受取額 477 17,587

利息の支払額 △16,456 △29,319

法人税等の支払額 △48,714 △12,070

法人税等の還付額 19,153 31,480

営業活動によるキャッシュ・フロー △142,138 605,271

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △594,171 △96,492

有形固定資産の売却による収入 1,010 23,532

無形固定資産の取得による支出 △14,376 △4,437

投資有価証券の取得による支出 △1,848 -

貸付金の回収による収入 - 51,271

繰延資産の取得による支出 △33,807 △1,058

敷金及び保証金の差入による支出 △392 △3,511

長期前払費用の売却による収入 - 115,761

長期前払費用の取得による支出 - △20,857

その他 7,003 138

投資活動によるキャッシュ・フロー △636,582 64,346
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(単位：千円)
前第２四半期連結累計期間
(自 平成29年４月１日
　至 平成29年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成30年４月１日
　至 平成30年９月30日)

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） △242,900 △372,400

長期借入れによる収入 650,000 200,000

長期借入金の返済による支出 △369,222 △418,159

社債の償還による支出 △10,000 -

リース債務の返済による支出 △12,793 △380,531

セール・アンド・割賦バックによる収入 1,000,000 28,500

割賦債務の返済による支出 △216,000 △5,400

配当金の支払額 △42,015 △21,708

財務活動によるキャッシュ・フロー 757,068 △969,699

現金及び現金同等物に係る換算差額 △982 9,002

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △22,635 △291,079

現金及び現金同等物の期首残高 2,155,286 1,718,000

現金及び現金同等物の四半期末残高 2,132,651 1,426,921

決算短信（宝印刷） 2018年11月12日 10時02分 12ページ（Tess 1.50(64) 20180621_01）



株式会社多摩川ホールディングス(6838) 平成31年３月期 第２四半期決算短信

11

（３）四半期連結財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

該当事項はありません。

（株主資本関係）

Ⅰ 前第２四半期連結累計期間(自 平成29年４月１日 至 平成29年９月30日)

１．配当に関する事項

配当金支払額

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の
総額

（千円）

1株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成29年５月
12日取締役会

普通株式 利益剰余金 41,983 1.00 平成29年３月31日 平成29年６月29日

Ⅱ 当第２四半期連結累計期間(自 平成30年４月１日 至 平成30年９月30日)

１．配当に関する事項

配当金支払額

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の
総額

（千円）

1株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成30年５月
11日取締役会

普通株式 資本剰余金 21,715 0.50 平成30年３月31日 平成30年６月29日

（株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記）

該当事項はありません。

　

（追加情報）

「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号 平成30年２月16日）等を第１四半期連結会

計期間の期首から適用しており、繰延税金資産は投資その他の資産の区分に表示し、繰延税金負債は固定負債の区分

に表示しております。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ 前第２四半期連結累計期間(自 平成29年４月１日 至 平成29年９月30日)

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

(単位：千円)

報告セグメント
調整額
(注) １

四半期連結
損益計算書
計上額
(注) ２

電子・通信
用機器事業

再エネシステ
ム販売事業

再エネ発電所
事業

計

売上高

外部顧客への売上高 1,061,933 37,067 202,515 1,301,516 2,424 1,303,940

セグメント間の
　内部売上高又は振替高

－ － － － － －

計 1,061,933 37,067 202,515 1,301,516 2,424 1,303,940

セグメント利益
又は損失(△)

10,384 △79,950 85,635 16,070 △81,512 △65,442

（注）１．セグメント利益又は損失（△）の調整額△81,512千円は未実現利益等の調整額2,493千円、連結子会社から

の配当金の調整額△62,000千円及び事業セグメントに配分していないグループ管理部門の損益△22,006千円

であります。

２．セグメント利益又は損失（△）は、四半期連結損益計算書の営業損失（△）と一致しております。

Ⅱ 当第２四半期連結累計期間(自 平成30年４月１日 至 平成30年９月30日)

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

(単位：千円)

報告セグメント
調整額
(注) １

四半期連結
損益計算書
計上額
(注) ２

電子・通信
用機器事業

再エネシステ
ム販売事業

再エネ発電所
事業

計

売上高

外部顧客への売上高 1,035,579 237,668 379,729 1,652,977 2,928 1,655,905

セグメント間の
　内部売上高又は振替高

－ 19,071 － 19,071 △19,071 －

計 1,035,579 256,740 379,729 1,672,048 △16,143 1,655,905

セグメント利益
又は損失(△)

△31,816 △15,360 149,733 102,556 △86,307 16,248

（注）１．セグメント利益又は損失（△）の調整額△86,307千円は未実現利益等の調整額3,115千円、連結子会社から

の配当金の調整額△35,000千円、セグメント間の取引消去△4,000千円及び事業セグメントに配分していな

いグループ管理部門の損益△50,423千円であります。

２．セグメント利益又は損失（△）は、四半期連結損益計算書の営業利益と一致しております。

２．報告セグメントの変更等に関する事項

当社グループの報告セグメント区分は、従来「電子・通信用機器事業」「再エネシステム販売事業」「太陽光発電所

事業」「地熱発電所事業」の４区分としておりましたが、第１四半期連結会計期間より「電子・通信用機器事業」「再

エネシステム販売事業」「再エネ発電所事業」の３区分へ変更いたしました。

これは、再生可能エネルギー事業において、当社グループで保有する発電所は太陽光発電所が中心でしたが、小型風

力発電所等、太陽光発電所以外の再生可能エネルギー発電所全般の事業開発及び検討を行っており、当社グループの活

動実態を反映させるため報告セグメントを変更いたしました。

なお、前第２四半期連結累計期間のセグメント情報については、変更後の区分方法により作成したものを記載してお

ります。

決算短信（宝印刷） 2018年11月12日 10時02分 14ページ（Tess 1.50(64) 20180621_01）


